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１．は じ め に

　5G 向けに新たに割り当てられた周波数（3.7GHz
帯，4.5GHz 帯，4.7GHz 帯，28GHz 帯）は，従来より
も高い周波数帯であり，これまでの周波数帯に比べ
て電波が届きにくい性質がある。そのため，当社で
は通信エリア拡張技術を検討している。通信エリア
拡張を目的とした無線中継装置は以前から導入され
ているが，無線特性として 5G では 4G よりも広い帯
域幅（4G では最大 20MHz に対して，5G では Sub6
帯で最大 100MHz，28GHz 帯で最大 400MHz），低遅
延特性が求められている。また，今まで以上に設置
の容易性や小型化なども求められている。2 章以降
では当社での取り組みについて紹介する。

２．通信エリア拡張技術

　通信エリア拡張技術としては，以前から DAS や
無線中継装置などが用いられている（1）（2）。どちらの
技術も電波を中継し，電波が届き難いエリアを補完
する目的で使用される。基地局が増えるわけではな
いのでシステム全体の通信容量に変更はないが，無
線リソースの効率的な使用が期待できる。
　DAS は，ダウンリンク（基地局装置が送信して端
末が受信）は，基地局装置と，親機となる装置とを接
続（一般的には同軸ケーブル）し，親機の配下に接続
された子機から電波を発射する。また，アップリン
ク（端末が送信して基地局装置が受信）は，端末から
の電波を子機で受信し，親機を介して基地局装置に
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送信する。親機と子機間の伝送に光ファイバケーブ
ルを用いたデジタル信号伝送方式を使用すること
で，長距離伝送が可能になるため，主にビル内や地
下街，商業施設など，比較的規模が大きい場所に設
置される。
　一方，無線中継装置の場合，ダウンリンクは基地
局からの電波を基地局に対向するアンテナ（以下，ド
ナーアンテナ）で受信し，端末に対向するアンテナ

（以下，サービスアンテナ）から電波を発射する。ま
た，アップリンクは端末からの電波をサービスアン
テナで受信し，ドナーアンテナから基地局装置に電
波を発射する。無線中継装置は必ず，ドナーアンテ
ナを基地局装置からの電波が届いている場所に設置
する必要があるが，DAS と比べて設置が容易であ
る。そのため，主に宅内などの小規模な屋内やルー
ラルエリアに設置される。
　その他の通信エリア拡張技術として，今後周波数
割り当てが期待されている準ミリ波以上の周波数に
対して，メタマテリアル技術を使用した反射板の検

討が進んでいる（3）（4）。
　表 1に DAS，無線中継装置，反射板の比較表を示
す。それぞれの技術において一長一短あり，用途に
応じて使い分けられていくと考えられる。

３．DKKの無線中継装置への取り組み

　当社では 4G 以降，DAS や無線中継装置，反射板
の開発に取り組んでいる。ここでは 5G のエリア拡
張のために欠かせない技術である無線中継装置につ
いて述べる。
　図 1に無線中継装置のユースケースを示す。屋外
でのユースケースとしてはビル影に対して，また，
屋内（工場など）でのユースケースとしてはメイン通
路から枝分かれする通路に対して無線中継器を設置
することでエリア拡張が可能になる。特に FR1

（Sub6 帯）よりも FR2（準ミリ波以上）帯域に於いて
効果が大きい。
　表2に当社が開発している無線中継装置の主な諸

表１　エリア拡張技術

DAS 無線中継装置 反射板

主な適用場所
ビル，地下街，
商業施設など
の大型施設

宅内などの小規模
な屋内，ルーラル

今後使用が
期待されている

拡張エリア 数 10m 〜
数 100m

屋外：〜数 100m
屋内：〜数 10m 〜数 10m

電　　　源 必要 必要 不要

導入コスト
（装置＋設置） △ 〇 ◎

拡　張　性 ◎ 〇 △

表２　無線中継装置の主な諸元

28GHz 帯 3.7GHz 帯 4.5GHz 帯 /4.7GHz 帯

帯 　 域 　 幅 400MHz 100MHz 100MHz

1 送信当たりの
ダウンリンク送信電力 +34dBm(EIRP) +30dBm +10dBm

送受信回路数 1T1R 2T2R 2T2R

アンテナ構成 内蔵 分離 分離

装 置 構 成
2 筐体

（ドナーユニット，
サービスユニット）

1 筐体 1 筐体

装 置 外 観

特　　　　徴
・ビームステアリング
・基地局に自動同期
・低遅延

・基地局に自動同期
・低遅延

・基地局に自動同期
・低遅延
・準同期対応

図１　無線中継装置のユースケース
（左：屋外，右：屋内）
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元を示す。主に実証実験を目的としたパラメータに
なっているが，今後，実証実験結果をもとにさらな
る最適化を進めていく予定である。
　図 2に 28GHz 帯無線中継装置の 3D 指向性を示
す。28GHz 帯無線中継装置はビームステアリング機
能を有し，水平面±30°，垂直面±15° に指向性をス
テアリングすることが可能である。無線中継装置は
ドナーアンテナのビームを基地局側に向ける必要が
あるが，本機能があることで，装置筐体を基地局側
に向けることなく，対向する基地局に最適なビーム
を設定できるので，設置性が向上する。当社の
28GHz 帯無線装置を使用した，屋内でのエリア改善
効果についても報告されている（5）（6）。
　図 3に 4.5GHz 帯無線中継装置の有無によるダウ
ンリンクにおける RSRP のシミュレーション結果を
示す。最適な場所に無線中継装置を設置することで
RSRP が約 20dB 改善していることがわかる。当社で
はこのように，エリアシミュレーション技術と組み
合わせて最適な装置の開発を進めている。

４．標準化，制度化状況

　国際標準化団体である 3GPP では，Release17 とし
て 2022 年中の完成を目指して 5G NR に対応した無
線中継装置の仕様検討が進められている。表 3に策
定中の技術仕様書を示す。TS 38.106に無線特性など
の仕様が，TS38.115 に適合性試験が，TS38.114 に
EMC関連の仕様が規定される予定である。これを受
けて，国内においても総務省の新世代モバイル通信
システム委員会で 5G に対応した無線中継装置の制
度化に向けた検討が進んでいる（7）。
　また，3GPP では Release18 に向けてエリア拡張技
術 の 高 度 化 と し て，NR Network-controlled 
Repeater（Smart repeater）や RIS（Reconfigurable 
Intelligent Surfaces）などの議論も開始されてお
り（8），引き続き，標準化動向を調査しつつ，当社で
も技術開発を検討していく予定である。さらに，中
継装置は Beyond 5G 以降でも適用が検討されてい

図 2　28GHz 帯無線中継装置の指向性
（左：－30°，中：0°，右：＋30°）

図 3　エリアシミュレーション
（4.5GHz 帯無線中継装置）

表３　策定中の技術仕様書

TS number Title

TS 38.106 NR repeater radio transmission 
and reception

TS 38.114 NR; Repeaters ElectroMagnetic 
Compatibility (EMC)

TS 38.115-1
NR; Repeater conformance 
testing – Part 1: Conducted 

conformance testing

TS 38.115-2
NR; Repeater conformance 
testing – Part 2: Radiated 

conformance testing



16 電興技報　No. 54，2022

5G および Beyond 5G に向けた通信エリア拡張技術

ることから（9）（10），動向を注視し，必要な技術開発を
行っていく予定である。

５．む　す　び

　5G および Beyond 5G での採用が期待されている
エリア拡張技術のうち，無線中継装置について当社
の取り組みを紹介した。
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